
横浜市の住宅・住環境をとりまく状況 

 

横浜市住生活基本計画の見直しに向けた検討の視点 
はじめに 

1.居住ニーズやライフステージに応じた多様な住まい・住まい方の実現 
2.住宅セーフティネットの構築 
3.既存住宅ストックの利活用、総合的な空き家対策 
4.環境にやさしい住まいづくり 
5.災害に強く、安全・安心な住宅と住環境の形成 
6.持続可能な住宅地、住環境の形成 
7.地域経済の活性化 

1 



はじめに 
横浜市の概要 
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 人口、世帯数とも昭和60年以降、増加傾向にある 
 人口は2019（平成31）年、世帯数は2030（平成42）年をピークに減少に転ずる 

図表：人口、世帯数の推移及び将来推計 

出典：国勢調査、平成24年度横浜市将来人口推計 
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 １世帯当たり人員数は減少傾向にあり、2013（平成25）年には2.29人/世帯となっ
ている 

 住宅総数における共同住宅の割合が６割を超えている 

図表：１世帯当たりの人員数の推移 図表：建て方別住宅数の推移 

出典：住宅・土地統計調査 
出典：住宅・土地統計調査 

96.8(61.3%) 
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図表：人口の変遷 

 

出典：国勢調査の調査票情報から横浜市が集計 

平成１２年～平成１７年 平成１７年～平成２２年 

 市全体では人口が増加しているが、市南部、西部にある区では減少している。 
 これらの区のほとんどが社会減による人口減少であるが、南区では自然減と

なっている 
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 平成22年国勢調査では、高齢化率は20％を超えた 
 区によっては高齢者のうち75歳以上の割合がほぼ5割を占める区もあり、高齢

化が進行している 

 

図表：250ｍメッシュ別高齢化率（平成22年） 

※0は「秘匿」を含む 

出典：平成22年国勢調査の調査票情報から横浜市が集計 



視点１． 
居住ニーズやライフステージに応じた 
多様な住まい・住まい方の実現 
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図表：世帯の就労状況 図表：出生率、合計特殊出生率の推移（横浜市） 

出典：国勢調査 

 出生率は年々減少し2014（平成26）年には8.1％となり、合計特殊出生率も人口
維持水準の６割程度 

 2010（平成22）年には共働き世帯数と片働き世帯数が逆転 
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 世帯主の通勤時間は１時間以内が約６割 
 女性の労働力率は20代が高く、その後結婚・出産などで下がるが、20年前、10

年前と比べると全体的に高い割合となっている 
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図表：家計を主に支える者の通勤時間の推移 図表：女性の労働力率の推移 

出典：国勢調査 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

約６割 
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図表：住環境に対する評価（通勤時間別） 

 家計主の通勤時間別に住環境に対する不満率をみると、最も不満率が高い
のは「2時間以上」の41.8％ 

 通勤時間が短くなると不満率は下がり、長くなると不満率は上がる傾向がみら
れる。 

出典：H25年神奈川県住生活総合調査 

41.8% 
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図表：18歳未満の子どものいる世帯の1ヶ月家賃 

 30歳代の持家率は36.0％であるのに対し、40歳代では持家率が59.1％となる   
   ⇒ 子育ての負担が大きい世帯が持家を購入 
 18歳未満の子どもがいる世帯の家賃は12万～15万円/月が最も多い 

図表：子育て世帯の居住状況 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 
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図表：住替えの状況（Ｈ21年以降） 

 借家住まいの子育て世帯の74％は70㎡以下の住宅に居住   
 一方、持家住まいの高齢単身者世帯の約34％、高齢者夫婦世帯の約44％は 
 100㎡以上の住宅に居住しており世帯人員と住宅規模のミスマッチがみられる 
 住替えの状況は「民営借家⇒民営借家」が約29％、「民間借家⇒持家」が

17％となっているが、「持家⇒民営借家」も約６％ある 

図表：住宅規模のミスマッチの状況 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 
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出典：国勢調査、横浜市推計 

図表：高齢者のいる世帯の家族類型と推移 
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図表：高齢者の住宅状況 
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 高齢者のいる世帯は2000（平成12）年から2010（平成22）年で1.4倍に増加   
 なかでも高齢者単身世帯は1.8倍と急増し、今後も高齢者単身世帯と高齢者

夫婦のみ世帯は増加の見込み 
 高齢者世帯の78％は持家に居住 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

持家 78.0％ 
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出典：横浜市都市経営局「横浜市民意識調査 平成20年度版」 

図表：高齢者世帯の収入状況 図表：老後の暮らし方の意向 

 高齢者世帯の年収は市平均より低い   
 なかでも借家に居住する高齢者世帯は年収が低く、高齢単身世帯の47％、高

齢夫婦のみ世帯の66.5％が年収300万円未満 
 老後の暮らし方の意向では、高齢になるほど「子どもと一緒に住む」が増え、 

同居意向が高まる 
 なお、「高齢者向けの住居で暮らす」は７～８％程度ある 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 
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図表：利用者の視点からみた地域包括ケアのイメージ 

 2015（平成27）年度の市民意識調査結果をみると、心配ごとや困っていることは
「自分の病気や老後のこと」が約45％と最も多くなっている 

 2025（平成37）年（団塊の世代が75歳以上）の本市の姿として、高齢者一人ひとり

が、どのような心身の状態であっても、可能な限り住み慣れた地域で、尊厳を保ち、
自分らしい日常生活を人生の最後まで営めることを目指している 

出典：第６期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

図表：市民の心配ごとや困っていること 

出典：横浜市民意識調査 平成27年度 
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出典：平成26年横浜市市民意識調査 

図表：現在の住宅の定住意向 

 2015(平成27）年市民意識調査における現在の住宅の定住意向は60代は７割、
70歳以上では８割を超える   

 2014（平成26）年市民意識調査では「介護サービスを利用しながら自宅で暮ら
す」が約53％、「介護サービスを利用せず自宅で暮らす」の約10％を合わせ、
約63％が自での居住継続を望んでいる 

 一方、「高齢者向け住宅」や「サービス付き高齢者向け住宅」への居住希望は
それぞれ、約３％となっている 

図表：介護サービスと住まいに対する考え方 

出典：平成27年横浜市市民意識調査 

自宅で暮らしたい 62.7％ 

60代   73.4％ 
70歳以上 83.5％ 



２）高齢者が安心して暮らせる住宅の供給、住環境の創造 

17 

図表：高齢者のための設備設置状況（65歳以上の方がいる世帯） 

 高齢者のための設備がある住宅の割合は、持家は約65％、借家は約41％   
 設備の内訳は、持家・借家とも「手すり」の設置が最も多く、次いで持家では

「またぎやすい高さの浴槽」が約32％、借家では「段差のない室内」が約22％ 
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出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 
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図表：バリアフリー化の状況（65歳以上の方がいる世帯） 
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出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

 65歳以上の方がいる世帯のバリアフリー化状況で、一定のバリアフリー化がさ
れた住宅は持家が約44％、借家が約30％   

 一定のバリアフリー化に「廊下などが車いすで通行可能」を加えた高度なバリ
アフリー化の状況は持家が約9％、借家が約12％ 

一定のバリアフリー化 
住宅・土地統計調査における「一
定のバリアフリー化」とは、高齢者等
のための設備等のうち２箇所以上の
手すりの設置と段差のない屋内に該
当するもの  

高度のバリアフリー化 
住宅・土地統計調査における「高
度のバリアフリー化」とは、高齢者等
のための設備等のうち２箇所以上の
手すりの設置と段差のない屋内、廊
下などが車いすで通行可能な幅に該
当するもの 
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図表：マンションに住む世帯数 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

 2013（平成25）年現在、マンションに住む世帯のうち、65歳以上の単身世帯が
11.1％、高齢者夫婦のみ世帯は7.5％、計18.6％が高齢者のみ世帯  

 ５階建て非木造共同住宅の持家では、約半数がエレベーターが設置されてい
ない 

図表：５階建て非木造共同住宅のEV設置状況 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

【訂正】 
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図表：サービス付き高齢者向け住宅の登録制度 
における登録件数 

 サービス付高齢者向け住宅（サ付高齢者住宅）の登録件数は、2014（平成26）
年度末で累計81戸％ 

 横浜市のサ付高齢者住宅の家賃総額１の平均は16万円超、家賃総額２の平
均は21万円超で四大都市圏域と比較して高額 

出典：横浜市 

   新規
建設 

既存
住宅 

登録
抹消 

合 
計 

累 
計 

23年度 
（10月～） 10 7 0 17 17 

24年度 21 10 2 29 46 

25年度 14 3 2 15 61 

26年度 20 1 1 20 81 

図表：サービス付き高齢者向け住宅の現状 
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131,206

111,181
100,143

78,829

112,708

210,966
192,212 186,054

163,353
146,897

176,613
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100,000

150,000

200,000

250,000

横浜市 首都圏 中部圏 関西圏 九州圏 四大都市圏

（円）

家賃総額1 家賃総額2

出典：横浜市 

出典：サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム/2014年６月 
※４大都市圏域は2013年４月現在 

★家賃総額１：家賃＋共益費＋必須サービス費 
★家賃総額２：家賃＋共益費＋生活支援サービス費（必須サービス費＋食費等） 
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図表：近隣住民との付き合い方 

 近隣住民との付き合い方について、一戸建て及び県営・市営住宅を除く借家
では約３割が「顔もよく知らない」となっており、近隣住民との交流が希薄化 

 持家では、マンション・共同住宅で「顔もよく知らない」が約10％となっている 

出典：平成26年度横浜市民意識調査 
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図表：高齢者世帯の子どもの住んでいる場所 

 高齢者世帯の子どもが住んでいる場所については、高齢者単身世帯の約
20％は「別世帯の子どもはない」となっており、「不詳」も約40％となっている 

 高齢者夫婦のみ世帯の約11％は「別世帯の子どもはない」となっている 
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出典：総務省「住宅・土地統計調査」 

「別世帯の子はいない」 19.8％ 
「不詳」        40.2％ 

「別世帯の子はいない」 10.8％ 
「不詳」        30.5％ 
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図表：将来人口推計（地区別高齢化率） 図表：地区別昭和55年以前に建築された住宅の割合 
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 1980（昭和55）年以前に建築された住宅の割合が高い地区は栄区、港南区、
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図表：地区別住宅総数と増加率 

 高齢化率が低い地区は都筑区、青葉区、港北区 
 2008（平成20）年から2013（平成25）年に増加した住宅が多い地区は都筑区、

港北区、鶴見区など 

高齢化率が低い地区 
  

１．都筑区 ２．青葉区 ３．港北区 

図表：将来人口推計（地区別高齢化率） 

青葉区
(131) 都筑区

(85)
港北区
(179)

鶴見区
(142)

緑区
(79)

神奈川区

(130)
旭区
(111)瀬谷区

(55) 保土ケ谷区
(103) 西区

(58)

泉区
(63)

南区
(104)

中区
(83)

戸塚区
(120)

港南区
(99) 磯子区

(79)

栄区
(51) 金沢区

(94)

市内総戸数 1,764,870戸

市平均 5.9％

15％以上

10～15％未満

5～10％未満

5％未満

※区名の下のかっこ書きは平成25年の住宅数

（単位：千戸）

出典：総務省「平成20年、平成25年住宅・土地統計調査」 

高齢化率の低い地区 
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図表：年代別情報の重要度 図表：年代別主な情報入手手段 
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 「高齢者や障がい者の福祉に関する情報」の重要度は高齢になるほど高く、70
代以上では約67％と最も多い 

 「テレビ」を情報入手手段とするのは年代が高くなるほど多く、70代以上では約
88％と多くなっており、インターネットは60歳代で約53％、70代以上は約18％ 

出典：平成26年度横浜市民意識調査 出典：平成26年度横浜市民意識調査 
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図表：安全・安心住宅相談件数の推移 図表：マンション管理相談件数の推移 

出典：横浜市 出典：横浜市 

 ハウスクエア横浜（都筑区）で実施している住まいの相談推進事業の「安全・
安心相談」件数は東日本大震災以降は増加したものの減少傾向 

 「マンション管理相談」はH19年度以降年間30件程度で推移 

東日本大震災 阪神・淡路大震災 
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図表：持家よりも賃貸が良いと思う人の割合 図表：マンションより一戸建てが良いと思う人の割合 

出典：横浜市民意識調査 

 持家よりも賃貸が良いと思う人の割合は20年前と比べて約半数となっている
が「持家志向」が最も高かったH21よりやや増加している 

 持家を購入する場合にマンションより一戸建てが良いと思う人の割合は年々
減少しており、「思わない＝マンションが良い」は20年前の約２倍となっている 

出典：横浜市民意識調査 
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図表：持家に占める分譲マンションの割合の推移 図表：中古住宅の持家ストックに占める割合の推移 

 持家に占める分譲マンションの割合は年々増加し、2013（平成25）年では約
42％、約38万戸 

 中古住宅の持家ストックに占める割合の推移は、「共同住宅・その他」は1993
（平成５）年のピーク（4.0％）の半分程度まで減っており、「一戸建・長屋建」は
横ばい 
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出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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図表：シェアハウス・グループリビングの認知度 

 シェアハウス・グループリビングの認知度は、何らかの形でこれらを「知っている」
のは約81％、「どのような住宅か知っている」も約39％となっている 

 シェアハウス・グループリビングの印象は「入居者間のトラブルが多そう」が約36％、
「プライバシーを保てない」が約31％となっている 

図表：シェアハウス・グループリビングの印象 

出典：平成25年神奈川県住生活総合調査 
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図表：増加する住宅確保要配慮者（母子・外国人） 

 被保護者数は2012（平成24）年度に７万人を超えて増加しており、障害者や母
子世数も年々増加傾向 

 母子世帯数は2000（平成12）年からの10年で約1.4倍に増加 
 外国人登録者数は2012（平成24）年度に7.4万人まで減少したが、2013（平成

25）年度から再び増加 

図表：被保護世帯及び人員の状況 

出典：健康福祉局 生活福祉部 生活支援課 

13,210

16,391

18,401

1.0%

1.1% 1.2%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

（人）

母子世帯数 一般世帯に占める割合

50,357

66,780

78,757

77,419

77,253

74,713

75,544

78,576

0 20,000 40,000 60,000 80,000

平成10年度

平成15年度

平成20年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

（人）

横浜市

全体

（H10年度）

韓国・

朝鮮

中国 フィリ

ピン

ブラ

ジル

米国 ベト

ナム

タイ ペルー その他

出典：横浜市統計書 出典：横浜市統計書 



１）重層的な住宅セーフティネットの構築 

32 

図表：増加する住宅確保要配慮者（障害者） 

 2003（平成15）年度と2013（平成25）年度を比較すると、身体障害者数が約1.2
倍、知的障害者数が約1.7倍、精神障害者数が約2.9倍に増加 
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図表：公営住宅制度の変遷 

 公営住宅制度は、昭和40年代前半に全国の住宅供給量が総世帯数を上回っ
て以降、徐々に経済困窮者を救うセーフティネットとしての役割に比重が移行 
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図表：公的賃貸住宅の概要 

 公的賃貸住宅には低所得者向けの「公営住宅」と「改良住宅」、中堅所得者向
けの「特定優良賃貸住宅」をはじめとした５つの種別、計７種ある 
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図表：本市内の公的賃貸住宅ストック（平成27年３月31日現在） 

出典：横浜市建築局 
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図表：大都市における公的賃貸住宅戸数の比較（平成25年） 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」等 

 横浜市の公的賃貸住宅のストック量（戸数）は、名古屋市、神戸市などと同水準 
 総世帯数に占める公的賃貸住宅戸数の割合は６．８％であり、他の政令市の

水準と比較しても多いとは言えない 



１）重層的な住宅セーフティネットの構築 

37 

図表：区別及び供給種別の市営住宅戸数 

 区別にみると、港南区、旭区、緑区、瀬谷区が3,000戸以上供給されている 
 直接建設は大規模団地を中心に市西部の郊外に立地、借上げは都市部中心 

図表：区別の直接建設・借上別の市営住宅戸数 
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図表：民間賃貸住宅における入居選別の状況 

出典：(公財）日本賃貸住宅管理協会による調査 

 民間賃貸住宅では、住宅確保要配慮者の入居を拒む場合がある 
 入居者を拒否する一番の理由は、「家賃の支払いに対する不安」、次いで「居

室内での死亡事故等に対する不安」となっている 
 2013（平成25）年度までの過去５か年の利用者比率は生活保護者が約53％、

高齢者が約35％を占めている 

生活保護
52.8%高齢者

34.9%

母子家庭等
6.1%

外国人
2.8%

障害, 2.7%
DV被害 等, 0.6%

累計利用件数782件
（H21～25年度）

図表：あんしん入居事業利用者比率 

出典：横浜市建築局/2014（平成26）年 ３月末現在 



39 

図表：最低居住面積水準未満世帯の世帯主の 
年齢別割合の推移 

図表：世帯主が30歳代の世帯の年収分布 

出典：就業構造基本調査 
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出典：総務省「住宅土地統計調査」 

 10年前と比較して年収の低い若年世帯の割合が増加 
 最低居住面積水準未満世帯の世帯主の年齢別割合は30代が最も多く約27％

続いて60歳以上が約24％となっている 

３）新たな住宅確保要配慮者への対応 
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図表：住居費負担率30％以上の世帯の割合 図表：民営借家世帯の年代別年収状況 

出典：総務省「平成25年住宅土地統計調査」 

 34歳以下の世帯主は、年収300万円未満で民営借家に居住する割合が高い 
 65歳以上の世帯主は、借家の割合は低くなるが公的借家の割合が高まる 
 住居費負担率30％以上の世帯数は、民営借家とＵＲ・公社当の借家で約30％ 
 特に年収300万円以下では民営借家とＵＲ・公社当の借家で約80％ 

３）新たな住宅確保要配慮者への対応 

出典：横浜市建築局 
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図表：住宅ストックの推移と民間賃貸住宅の割合 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 

 住宅ストックに対する民間賃貸住宅の割合は2013（平成25）年時点で約26％、
供給数は約60万戸と徐々に増加 

 10年前と比較して民営借家の家賃は低くなっている 

647
936

1,002 1,039

1,018 1,029

1,533

2,205 2,335 2,463 2,727

2,667

2,066

2,836 2,779 2,741
2,745

2,550

2,585

3,885

3,307
3,154 3,254 3,137

476

1,123

913 1,027

1,180

1,533

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

S63 H5 H10 H15 H20 H25

公営の借家 公団・公社の借家

民営借家(木造） 民営借家 (非木造）

給与住宅

（円/㎡）

1,097 
1,231 

1,373 

1,537 
1,661 

1,765 

540 571 
660 

772 
858 

930 

449 
525 538 568 559 599 

308 359 397 416 417 458 

28.1%
29.2% 28.9%

27.1%

25.1%
25.9%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

昭和63年
(1988年)

平成５年
(1993年)

平成10年
(1998年)

平成15年
(2003年)

平成20年
(2008年)

平成25年
(2013年)

住宅総数 持家 借家 民間賃貸住宅（借家の内訳） 住宅総数に占める民間賃貸住宅の割合

（千戸）

図表：借家の所有関係別の１㎡当たり 
平均家賃の推移 
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出典：横浜市「第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」 

 横浜市内の要支援・要介護者数は年々増加し、将来の要介護認定者数は
2025（平成37）年には約23万人となる見込み 

 世帯年収別の家族構成をみると、年収300万円未満の約６割が単身世帯 

図表：世帯年収別家族構成の割合 

出典：総務省「平成25年住宅土地統計調査」 
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図表：各区の管理会社への委託の有無別 
マンション管理組合の割合（H23） 

出典：横浜市マンション管理組合データベース 

図表：小規模分譲マンション管理の課題（H１０年） 

出典：横浜市「平成10年 小規模マンションにおける維持管理等の実態調査」 
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図表：高経年マンション立地状況 

 高経年マンション（築40年超マンション）の分布状況をみると、磯子区、中区、
神奈川区、南区など市街地（東部沿岸地帯）に多い 

 マンション管理組合実態把握調査結果ではて、要望が多い支援策は「建替え
や改修等に向けた検討費の補助」と「建替えに係る設計・建設費補助」 
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図表：今後必要と思う支援策 
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図表：建築時期別マンション数の推移 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 

 建築時期別のマンション数をみると、1991～2000（平成3～12）年に建築された
築20年前後のマンションが最も多く、約10万戸となっている 

 規模別のマンションストック数をみると、総数は70～99㎡が約49％と最も多い
が、築年数が古いマンションほど70㎡未満の規模が多くなっている 

図表：建築時期別・規模別マンションストック割合 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 
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図表：住み替え・改善の目的（上位５位） 

出典：総務省「平成20年住宅土地統計調査」 

 2008（平成20）年における住み替え・改善の目的は「快適・便利な住宅」が最も
多く、次いで「子どもの誕生や成長に備えるため」となっている 

 住宅の取得方法別の割合をみると、「建替えで取得」が年々減少し2013（平成
25）年時点では約16％となっている 

図表：住宅の取得方法別割合の推移 
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図表：住宅系土地利用の状況 図表：区別住宅系土地利用面積（ha） 

 住宅系土地利用の面積は約15,050ha
で市域の約35％ 

 うち、戸建住宅用地は約9,813haで市
域の約23％、集合住宅用地は約
4,647haで、市域の約11％ 

出典：平成21･22年度横浜市都市計画基礎調査 

出典：平成21･22年度横浜市都市計画基礎調査 
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図表：行政区域に占める住宅団地面積の割合 

 市内の2008（平成20）年3月時点の事業面積5,000㎡以上の集団住宅団地は、
公共502団地、民間1,328団地、計1,686団地で、行政区域に占める住宅団地
面積が15％以上あるのは青葉区、旭区、港南区、栄区、金沢区 

 戸建てが最も供給されているのは青葉区で約5,400戸、宅地分譲は金沢区が
最も多く約12,500戸 

図表：区別住宅団地立地状況 

出典：神奈川県「平成20年度住宅団地立地調査」 出典：神奈川県「平成20年度住宅団地立地調査」 
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図表：中古住宅取得戸数の推移 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 
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図表：建築時期別住宅戸数の推移 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 

 中古住宅取得戸数は年々増加し、10年間で約1.4倍 
 建築時期別の住宅戸数をみると、1980～1990（昭和56～平成2）年に建築され

た築30年前後の住宅の割合が最も多い 
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図表：中古住宅購入者の民間の建物検査（ホーム・インスペクション） の実施状況 

 民間の建物検査（ホーム・インスペクション） の実施率は15.2％ 
 中古住宅の購入にあたっての建物検査の実施率は44.6％ 

出典：一般社団法人 不動産流通経営協会「不動産流通業に関する消費者動向調査2015」 

図表：中古住宅購入にあたっての建物検査の実施状況 
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出典：神奈川県「平成20年住生活総合調査」 

図表：リフォームに要した費用 

 

 

図表：建築年別リフォーム実施状況 

 2013（平成25）年現在の建築年別のリフォーム実施状況は、1971～1980（昭和
46～55）年に建築された住宅が最も実施率が高く約39％となっている 

 2008（平成20）年の神奈川県の調査によると、リフォーム実施費用は100～500
万円が半数を占める 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 
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図表：リフォームの内容 

 

 

図表：リフォームの動機 

 リフォームの動機は「住宅の痛みや汚れの補修」が最も多く約49％、次いで
「台所等の設備改善」が約31％、 「家を長持ちさせるため」が約27％ 

 リフォームの内容は「住宅内の設備」が約51％ 

出典：国土交通省「平成26年住宅市場動向調査報告書」 

出典：国土交通省「平成26年住宅市場動向調査報告書」 



３）市内ストックビジネスの活性化 
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資料：国土交通省 



４）総合的な空家対策 
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図表：空家の推移 

出典：総務省「住宅土地統計調査」 出典：総務省「平成25年住宅土地統計調査」 

図表：空家の分類 

 総住宅数は増加傾向にあり、H25時点では約176万５千戸となっており、そのう
ち、空き家数は約17万８千戸、空き家率は10.1％となっている 

 空き家の分類をみると、約６割が「賃貸用の住宅」となっている。「その他の住
宅」における一戸建の空き家は、空き家全体で11.7％、その他の住宅で39.5％
を占めている 



４）総合的な空家対策 
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図表：一戸建空家の推移 図表：区別の一戸建て住宅総数に占める 
「その他の住宅」の空家の割合 

 2013（平成25）年時点の一戸建の空家の総数は約2.9万戸あり、戸建の空家率
は4.7％ 

 一戸建の空家のうち、腐朽・破損ある住宅は約7.3千戸あり、2008（平成20）年
から1.4倍増 

 一戸建の住宅に占める「その他の住宅」の空家の割合は中区、南区、保土ケ
谷区といった都心部で高く、腐朽・破損ある「その他の住宅」も都心部に多い 

出典：横浜市空家等対策計画 出典：横浜市空家等対策計画 



３）総合的な空家対策 
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図表：世帯主の年齢別の住宅の種類 図表：持家で暮らす単身高齢者の動向 

 高齢者は一戸建の持家居住者が多く、単身高齢者の世帯数も増加しているため、
今後は空家予備軍が増加することが想定される 

出典：横浜市空家等対策計画 

出典：横浜市空家等対策計画 



視点４． 
環境にやさしい住まいづくり 
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１）増加する住宅部門のエネルギー消費 

59 

図表：住宅・建築物のエネルギー消費の推移 

出典：国土交通省「建築物省エネ法の概要」（H28.2時点版） 



１）増加する住宅部門のエネルギー消費 
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図表：住宅・建築物に係るエネルギー消費増の要因 

出典：国土交通省「建築物省エネ法の概要」（H28.2時点版） 



２）横浜市の取り組み状況（エコリノベーション） 
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 二酸化炭素排出量の抑制につながる住まいと住まい方の普及・啓発 

図表：二酸化炭素排出量の推移 
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■2013（平成25）年度における民生家庭部門の二酸化炭素排出量の割合は 
  2005（平成17）年度の22.9％から0.3ポイント増加 

資料：横浜市温暖化対策統括本部 



２）横浜市の取り組み状況（太陽光発電設備等） 
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出典：横浜市環境管理計画 

21,300
4,400

158,800 

18,700
7,000

217,900 

17,400 22,900 

299,200 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

太陽熱を利用した温水機器等 太陽光を利用した発電機器 二重サッシ又は複層ガラスの窓

平成15年(2003年) 平成20年(2008年) 平成25年(2013年)

（戸）

3,368 

3,672 

1,539 

58 53 44 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

（件）

太陽光発電 太陽熱利用

出典：総務省「住宅土地統計調査」 

図表：省エネルギー設備の設置状況（全国） 図表：住宅用太陽光発電設備等設置費助成件数 

 太陽光を利用した発電機器の設置数は2003（平成15）年に比べ約５倍に急増 
 窓の二重サッシ又は複層ガラス化は約1.9倍に増加 
 市の住宅用太陽光発電設備等設置費助成件数は2013（平成25）年は2012（平

成24）年から半減 



２）横浜市の取り組み状況（太陽光発電設備等） 
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 市民意識調査によると、家庭での省エネ実践状況は約68％が東日本大震災

前から実施しており、ヒートポンプ等の設置状況も年々増加している 
 

図表：ヒートポンプ・太陽光発電等設置状況 図表：家庭での省エネ実践状況 

資料：横浜市市民意識調査 



３）環境性能の優れた住宅供給の推進 
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図表：住宅・建築物の省エネルギー対策に関する工程表 

出典：国土交通省「建築物省エネ法の概要」（H28.2時点版） 



視点５． 
災害に強く、安全・安心な住宅と 

住環境の形成 

65 



１）横浜市の地震災害想定（地震マップ） 

66 

図表：地震マップ（東京湾北部地震） 図表：地震マップ（元禄型関東地震） 

※地震マップは、平成24年10月に公表した「横浜市地震被害想定調査報告書」で、被害想定対象とした地震の震度分布を図示したもの 

出典：横浜市HP（危機管理室 地震マップ） 



１）横浜市の地震災害想定（地震火災、対策地域） 
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図表：重点対策地域（不燃化推進地域）・対策地域の区域図 図表：被害想定図（焼失棟数） 

 地震火災の被害は、特定の地域に集中することが想定されるため、重点的に策
を実施する地域を「対象地域」、そのうち特に重点化が必要な地域を「重点対策
地域（不燃化推進地域）」として設定 

出典：横浜市の地震火災対策 



２）建築物・まちの防災対策 
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図表：横浜市で実施している主要な施策 図表：いえ・みち まち改善事業の対象地域の状況 

 2015（平成27）年2月現在、密集市街地におけるこれまでの取組状況（いえ・みち 
まち改善事業）は、13地区でまちづくり協議会が設立し、うち、12地区で防災まち
づくり計画を策定 

 11地区で国の補助制度「住宅市街地総合整備事業」を導入 

出典：横浜市地震防災戦略における地震火災対策方針 

区 主な地区 面積 
（ha） 

鶴見区 潮田・本町通 ほか 93.3  
神奈川区 白幡仲町・七島町 ほか 80.9  
西区 西戸部町・東久保町 ほか 90.9  
保土ヶ谷区 峰岡町２丁目 22.3  

南区 庚台・清水ヶ丘・三春台・ 
伏見町 ほか 144.8  

中区 山元町・柏葉 ほか 51.4  
磯子区 滝頭・磯子 ほか 68.1  

金沢区 寺前一丁目・町屋町・谷津町 
ほか 108.3  

合  計 23地域 660.0  
出典：横浜市の地震火災対策 



２）建築物・まちの防災対策（がけ地状況） 
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図表：事業の進捗状況（H26年3月末現在） 

図表：実績の推移および今後の取組み 

出典：横浜市建築局 
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２）建築物・まちの防災対策（木造住宅の状況） 
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 1980（昭和55）年以前に建築された木造住宅が占める割合は瀬谷区、泉区、
栄区では15％以上 

 木造住宅の耐震診断結果をみると、H22以降は約98％が倒壊する可能性が
高いと診断されている 

図表：区別昭和55年以前に建築された木造住宅の割合 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

出典：横浜市建築局 
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図表：木造住宅耐震診断結果 



２）建築物・まちの防災対策（耐震化支援） 
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 H25住宅・土地統計調査などから推計した2016（平成28）年3月末現在の耐震化率
は約89％（横浜市耐震改修促進計画目標値（H32年度）：耐震化率95％） 

 木造住宅・分譲マンションの耐震診断・耐震改修補助の実績は約3,930戸（横浜市
耐震改修促進計画目標値（H27年度）：10年間で4,000戸） 

図表：住宅の耐震化の現状（平成28年３月末） 

出典：横浜市耐震改修促進計画 
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図表：耐震診断・耐震改修補助の実績（平成28年３月末） 

出典：横浜市耐震改修促進計画 



２）建築物・まちの防災対策（耐震化支援） 
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 2020（平成32）年度の耐震化率95％を目標とするこれまでの耐震施策を継続

した場合、目標年度までに建替え等により耐震性のない約３万戸が減少し、
耐震化率は約91％になると推計される 

 2020（平成32）年度の耐震化率95％達成には、５年間でさらに約７万戸の耐
震化が必要 

図表：住宅の耐震化の目標 

出典：横浜市耐震改修促進計画 



３）地域主体の防災対策 
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 家具転倒防止器具の取り付けなど具体的な備えの紹介や最新の被害予測地図
などを掲載した冊子「わが家の地震対策」を居住区別に作成し、各世帯に配布 

 市民が減災に向けた自助・共助の大切さを共通認識として持ち、世代を超えて引
き継がれることを願って「よこはま地震防災市民憲章」を2013（平成25）年３月11日
に制定 

図表：よこはま地震防災市民憲章【行動指針】（抜粋） 図表：わが家の地震対策（区別） 
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３）地域主体の防災対策 

75 

図表：横浜市地震被害想定 

出典：横浜市地震被害想定調査結果一覧（抜粋）（平成24年10月） 

出典：国土交通省住宅局住宅生産課『応急仮設住宅建設必携 中間とりまとめ」平成24年 

   

   

（参考）災害発生後に行う必要戸数の推計方法の例 
【推計方法】阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災における実績による 

   必要戸数（推計）＝住家被害（全壊・半壊戸数）の２～３割 

  ・過去の災害時の実績（住家被害に対する応急仮設住宅供給戸数の割合） 
 割 合 応急仮設住宅供給戸数 住家被害 

阪神・淡路大震災 19.4％ 48,439戸 249,180棟 

新潟県中越地震 20.4％ 3,460 戸 16,985棟 

東日本大震災 32.5％ 121,286戸 373,529戸 

 

（単位：棟） 

種別 被害単位 元禄型 
関東地震 

東京湾北部 
地震 

南海トラフ 
巨大地震 

慶長型地震 
（津波のみ） 

建物 

全壊数計 34,669 4,331 160 412 

半壊数計 113,719 29,524 21,641 26,600 

合 計 148,388 33,855 21,801 27,012 

 
・被害想定に基づく必要戸数の推計 

住家被害の２割 住家被害の３割 想定住家被害（全壊・半壊） 

29,678戸 44,517戸 148,388 棟 

 出典：横浜市建築局 



視点６． 
持続可能な住宅地、住環境の形成 
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１）良好な住環境の整備 

77 

 2005（平成17）年に制定された横浜市地

域まちづくり推進条例に基づき、市民等と
の協働によるまちづくりを推進 

 地域まちづくりを行う活動団体は139グ
ループ、まちづくり組織の認定数は22件 

出典：横浜市都市計画マスタープラン 

図表：まちづくりの推進地区 



２）豊かなコミュニティの形成 

78 

 2014（平成26）年度の市民意識調査結果では、全体で約１割の市民が近所の
人について「顔もよく知らない」と回答 

 マンション・共同住宅でコミュニティの希薄化がみられる 

図表：各区のマンション戸数の住宅全体に対する割合 

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区
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図表：近所の付き合い方 

出典：平成26年度市民意識調査 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 



２）豊かなコミュニティの形成 
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図表：横浜市エリアマネジメントに係る協定等の事務取扱要綱の概要 

 2016（平成28）年４月１日より、エリアマネジメントを実施する組織と市が、協議の

上に「エリアマネジメント計画」の策定を行い、相互に協定を締結することでエリア
マネジメントを推進する事務取扱を定めた要綱を新たに制定 

事例 みなとみらい２１地区 

事例 初黄・日ノ出町地区 



３）郊外住宅地の再生 
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図表：横浜市の開発整備手法 

出典：横浜市建築局 



３）郊外住宅地の再生 
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 最寄りの鉄道駅まで1km以上離れている住宅に住んでいる割合は約45％ 
 建物の老朽化や居住者の高齢化が進む集合住宅団地の再生に向けた住民

主体の取組を専門家派遣等により支援（H25年度：２団地支援） 
 横浜市中期４か年計画では42団地の支援を計画（４か年） 

出典：横浜市中期４か年計画2014～2017 

図表：横浜市の大規模団地の高齢者率 

24.8％500m未満
392,400戸

29.8％500～1,000m
471,600戸

28.8％1,000～2,000m
455,400戸

16.5％2,000m以上
261,400戸

※鉄道駅までの距離が1,000m以上の場合は、住宅からバス停までの距離も示している

100m未満
111,900戸

7.1％

100～200m
108,200戸

6.8％

200～500m
161,200戸

10.2％

500m以上
74,100戸

4.7％

100m未満
59,500戸

3.8％

100～200m
68,600戸

4.3％

200～500m
87,900戸

5.6％

500m以上
45,400戸

2.9％

図表：最寄りの鉄道駅までの距離 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 



３）郊外住宅地の再生 
図表：持続可能な住宅地モデルプロジェクトの概要 
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３）郊外住宅地の再生 
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図表：持続可能な住宅地モデルプロジェクトの概要 



３）郊外住宅地の再生 
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図表：持続可能な住宅地モデルプロジェクトの概要 



視点７． 
地域経済の活性化 

85 



１）ストックビジネスについて 

86 出典：国土交通省（中古住宅市場活性化ラウンドテーブル 報告書 付属資料） 

図表：中古住宅、リフォーム市場の現状と課題 



１）ストックビジネスについて 

87 出典：国土交通省（中古住宅市場活性化ラウンドテーブル 報告書 付属資料） 

図表：中古住宅、リフォーム市場活性化の経済波及効果 



１）ストックビジネスについて 

88 出典：国土交通省（中古住宅市場活性化ラウンドテーブル 報告書 付属資料） 

図表：中古住宅、リフォーム市場活性化が目指す住まい方の将来像 



１）ストックビジネスについて 
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出典：首都圏不動産流通市場の動向（2015年度 公益財団法人東日本不動産流通機構） 

図表：首都圏中古住宅の成約件数 

中古マンション成約件数 中古戸建住宅成約件数 

 首都圏の中古住宅の成約件数は、マンション、戸建とも２年ぶりに前年度を上
回った 

 成約物件の価格は、中古マンションで３年連続の上昇、中古戸建住宅で２年
連続上昇している 

中古マンション価格 中古戸建住宅価格 



１）ストックビジネスについて 
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出典：中古住宅の流通に焦点をあてた不動産関連産業について（みずほコーポレート銀行 産業調査部） 

図表：住宅ストック関連産業市場規模（試算） 

 2010（平成22）年から2020（平成32）年までの10年間で住宅ストック関連産業
の市場規模は２倍以上になるとの試算もある 



２）木材の利用について 
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 林業機械による効率化等により、林業労働者数は減少しているが、雇用条件
の改善等により、新規就労が進み、若返りの傾向がある 

 民有林人工林面積で１０齢級以上が７４％を占め、充実した資源を利用できる
時期に入っている 

出典：神奈川の林業再生の取組（平成２７年３月森林審議会版） 

図表：林業就労者数の推移 図表：歳級別人口林面積 

※齢級とは、森林の年齢を5年の幅でくくったもの。人工
林は、苗木を植栽した年を1年生とし、1〜5年生を1齢
級、6〜10年生を2齢級と数える。 



２）木材の利用について 
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図表：我が国の森林資源の推移 図表：人工林の齢級別面積 

※齢級とは、森林の年齢を5年の幅でくくったもの。人工林は、苗木を植栽した年を1年生とし、1〜5年
生を1齢級、6〜10年生を2齢級と数える。 

 スギ、ヒノキを中心とする人工林資源が充実し、2007（平成19）年時点で利用
可能な高齢級（おおむね50 年以上の林齢）の森林の占める割合は約４割と
なっており、そのまま10 年間推移すれば約６割に達する 

出典：横浜市木材利用促進ガイドライン 



２）木材の利用について 
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図表：都道府県別木材生産量（H22年） 

 神奈川県の木材生産量は、年間約２万㎥で、その内建築用材は約１万㎥で、
沖縄県、香川県、大阪府に次いで全国で４番目に少ない 

 しかし、木材使用量は、住宅を中心として約85 万㎥と推計され、木材利用では
一大消費地となっている 

出典：横浜市木材利用促進ガイドライン 



２）木材の利用について 
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 木造住宅の新設着工戸数は、1965（昭和40）年の65万戸から1973（昭和48）年
の112万戸までに増加したが、新設住宅着工戸数に占める木造住宅の割合
（木造率）は、同期間において77％から59％にまで低下し、特に共同住宅での
低下が著しかった 

図表：新設住宅着工戸数と木造率の推移 



２）木材の利用について 
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図表：木材利用が望ましい公共施設について 

 2011（平成23）年に内閣府

が実施した「森林と生活に
関する世論調査」によると、
「公共施設への木材の利
用」についてどのような施
設が望ましいか聞いたとこ
ろ、「小学校や中学校の校
舎などの学校施設」が
61.0％、「病院などの医療

施設や老人ホームなどの
福祉施設」が56.8％、「幼稚

園などや公園にあるすべり
台などの遊具」が54.3％な
どとなっている 
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